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  四 半 期 報 告 書 
  

      

  

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定す

る開示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目

次及び頁を付して出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付され

た四半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出し

た確認書を末尾に綴じ込んでおります。 
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（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 第42期は、決算日変更により平成23年１月１日から平成23年３月31日までの３ヶ月間となっております。 

５ 第42期は、決算日変更により第１四半期報告書を作成しておりません。これに伴い、前第１四半期連結累計

期間の主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 

  

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第43期

第１四半期連結累計期間 
第42期 

会計期間 
自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日 

自 平成23年１月１日
至 平成23年３月31日 

売上高 （千円）  1,372,401  1,951,425

経常損失（△） （千円）  △10,713  △17,022

四半期（当期）純損失（△） （千円）  △81,776  △18,537

四半期包括利益又は包括利益 （千円）  △81,605  △18,731

純資産額 （千円）  167,345  249,017

総資産額 （千円）  25,182,000  26,148,466

１株当たり四半期（当期）純損失

（△） 
（円）  △3.64  △0.82

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益 
（円）  －  －

自己資本比率 （％）  0.7  1.0

２【事業の内容】
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 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 なお、当社グループは、前々連結会計年度まで３期連続して営業損失を計上し、前連結会計年度では僅かながらも

営業利益を計上し、営業キャッシュ・フローについては３期連続プラスで推移しておりますが、なお経常損失は４期

連続しております。 

 このため、販売力強化および賃貸転換により完成在庫を着実に減らすとともに、有利子負債の圧縮による金利負担

の軽減と役員報酬の削減、発注先の見直しによる経費の削減、グループ内を中心とした人員の再配置、社員給与のカ

ット、賞与の停止等々、徹底したコスト削減施策を行い、更なる合理化策として希望退職者の募集を実施いたしまし

た。 

 当第１四半期連結累計期間においても営業利益を計上しましたが、経常利益を計上するに至っておりません。しか

しながら、今後、これらの施策による損益改善効果が見込まれる状況において、引き続き収益力改善と安定的な資金

確保に取り組むことで、当社グループは継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと考えており、

更なるコスト削減と販売力の一層の強化により財務基盤の安定化に努め、営業利益の確保を目指してまいります。 

 なお、将来に関する事項は、当第１四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。  

  

 該当事項はありません。  

  

 当社グループは、前連結会計年度より決算日を12月31日から３月31日に変更しております。このため、前連結会計

年度は平成23年１月１日から平成23年３月31日までの３ヶ月決算となっておりますので、前年同四半期との比較は行

っておりません。 

 なお、将来に関する事項は、当第１四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

  

(1）経営成績の分析 

 当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、平成23年３月11日に発生した東日本大震災の影響により製造

業を中心として国内企業生産の大幅減少など急激に落ち込みましたがサプライチェーンの復旧とともに生産や輸出

が持ち直し始めました。しかしながら、全国規模となりつつある電力供給不足の懸念、円高傾向の継続、欧州の財

政不安や米中経済の不透明感などから、本格的な景気回復基調には至らぬまま推移いたしました。 

 このような状況のもと、当社グループは完成在庫の早期完売に注力し、あわせて安定収益拡大のため賃貸事業の

強化に取り組み、収益の向上ならびに財務基盤の改善に努めてまいりましたが、より一層の業務運営体制の見直し

が不可欠との判断から更なる合理化策として希望退職者の募集を実施いたしました。 

 その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高13億７千２百万円、営業利益３千５百万円、経常損失１千万円、

四半期純損失は８千１百万円となりました。 

  

セグメントの業績は次のとおりであります。  

  

〔不動産販売事業〕  

不動産販売事業におきましては、広告宣伝活動の効率的実施による集客力の向上や販売経費の削減を積極的に進

め、完成在庫の販売に注力してまいりました。   

 以上の結果、不動産販売事業の売上高は８億４千６百万円、営業利益は５百万円となりました。 

〔賃貸事業〕 

賃貸事業におきましては、当社分譲マンションの賃貸転換を推進し、新規賃貸稼働を拡大した結果、賃貸収入は２

億６千６百万円、営業利益は８千８百万円となりました。 

〔販売代理・仲介事業〕 

販売代理・仲介事業におきましては、営業力の強化を図り、集客力および成約率の向上に努めましたが、販売代

理・仲介事業の売上高は１億６千８百万円、営業損失は７百万円となりました。 

〔その他の事業〕  

その他の事業におきましては、その他収入は９千１百万円、営業利益は１百万円となりました。  

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2）財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末の総資産残高は251億８千２百万円（前連結会計年度末比９億６千６百万円減）と

なりました。流動資産は、たな卸資産の減少等により134億３千２百万円（同39億５千３百万円減）、固定資産

は、保有目的変更により販売用不動産の一部を有形固定資産に振替えたことから117億４千９百万円（同29億８千

７百万円増）となりました。 

負債につきましては、流動負債が短期借入金の減少、預り金の減少等により、241億６千万円（同８億２千９百

万円減）、固定負債が退職給付引当金の減少等により８億５千４百万円（同５千４百万円減）となりました。 

また、純資産は四半期純損失の計上により１億６千７百万円（同８千１百万円減）となり、その結果、自己資本

比率は0.7％（同0.3ポイント減）となりました。 

 なお、当社グループは、前々連結会計年度まで３期連続して営業損失を計上し、前連結会計年度では僅かながら

も営業利益を計上し、営業キャッシュ・フローについては３期連続プラスで推移しておりますが、なお経常損失は

４期連続しております。 

 このため、販売力強化および賃貸転換により完成在庫を着実に減らすとともに、有利子負債の圧縮による金利負

担の軽減と役員報酬の削減、発注先の見直しによる経費の削減、グループ内を中心とした人員の再配置、社員給与

のカット、賞与の停止等々、徹底したコスト削減施策を行い、更なる合理化策として希望退職者の募集を実施いた

しました。 

 当第１四半期連結累計期間においても営業利益を計上しましたが、経常利益を計上するに至っておりません。し

かしながら、今後、これらの施策による損益改善効果が見込まれる状況において、引き続き収益力改善と安定的な

資金確保に取り組むことで、当社グループは継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと考えて

おり、更なるコスト削減と販売力の一層の強化により財務基盤の安定化に努め、営業利益の確保を目指してまいり

ます。 

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。  

  

(4）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

  

(5）従業員数 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループは経営合理化策の一環として希望退職者の募集を行い、応募

者等が確定いたしました。効率的な人員配置のため組織を再編した結果、販売代理・仲介事業の従業員数は79名と

なり、前連結会計年度末に比して26名減少いたしました。 

 なお、従業員数は就業人員数であります。 

  

(6）主要な設備 

 当第１四半期連結累計期間において重要な設備投資は行っておりません。 

 なお、当社は当第１四半期連結累計期間において、保有目的の変更により、販売用不動産の一部を固定資産（土

地11億３千３百万円、建物18億７千３百万円）に振替えております。  

  

(7)重要事象等について 

 当社グループでは、「第２ 事業の状況 １ 事業等のリスク」に記載の状況を解消するため、販売力の強化及び

徹底したコスト削減による収益確保を最優先課題とし、自己資本比率の向上を当面の目標として財務基盤の安定化

を図ってまいります。 

 また、当社グループは、より良い住環境を創造し社会に貢献することを経営方針としておりますが、社会や市場

の変化に対応すべく中長期的な戦略として次のような取組みを推進して参ります。 

 ①完成在庫の販売もしくは賃貸による早期処分 

 ②賃貸物件の稼働率の向上 

 ③徹底したコスト削減による利益の確保 

 ④顧客志向を重視したサービスの実現 

 ⑤有効な内部統制の整備・運用の実施  
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  90,000,000

計  90,000,000

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数（株） 
（平成23年６月30日） 

提出日現在
発行数（株） 

（平成23年８月12日） 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容

普通株式  22,513,000  22,513,000
大阪証券取引所 

市場第二部 

単元株式数 

1,000株 

計  22,513,000  22,513,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金
残高 

（千円） 

平成23年４月１日～ 

平成23年６月30日 
 －  22,513,000  －  3,000,000  －  －

（６）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

①【発行済株式】 

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権２個）

含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式531株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式） 

普通株式       31,000
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   22,406,000  22,406 － 

単元未満株式 普通株式       76,000 － － 

発行済株式総数  22,513,000 － － 

総株主の議決権 －  22,406 － 

  平成23年６月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
（株） 

他人名義
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合（％） 

（自己保有株式） 

アーバンライフ株式会社 

神戸市東灘区本山南

町八丁目６番26号 
 31,000  －  31,000  0.14

計 －  31,000  －  31,000  0.14

２【役員の状況】
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１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

（１）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号。）に基づいて作成しております。 

（２）当社は、平成23年３月25日開催の第41回定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算日を12月31日

から３月31日に変更いたしました。これに伴い、前連結会計年度は、平成23年１月１日から平成23年３月31日ま

での３ヶ月間となったため、前第１四半期報告書を作成しておりません。したがって、前第１四半期連結累計期

間の記載については省略しております。  

  

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から

平成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

   

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,090,783 939,403

受取手形及び売掛金 164,695 154,497

販売用不動産 6,505,342 2,779,985

仕掛販売用不動産 17,742 17,742

開発用不動産 9,486,616 9,494,618

その他 135,524 60,128

貸倒引当金 △15,065 △14,313

流動資産合計 17,385,640 13,432,062

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,550,385 5,403,269

土地 4,177,400 5,310,940

その他（純額） 44,884 47,051

有形固定資産合計 7,772,670 10,761,261

無形固定資産   

借地権 243,286 243,286

その他 40,813 41,414

無形固定資産合計 284,099 284,700

投資その他の資産   

投資有価証券 70,727 71,021

その他 635,328 632,955

投資その他の資産合計 706,056 703,976

固定資産合計 8,762,826 11,749,938

資産合計 26,148,466 25,182,000
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 17,402 14,153

短期借入金 24,100,000 23,300,000

未払法人税等 4,492 4,233

前受金 265,726 241,177

預り金 391,845 251,709

その他 210,696 348,943

流動負債合計 24,990,163 24,160,218

固定負債   

退職給付引当金 247,671 178,455

繰延税金負債 296 416

その他 661,318 675,566

固定負債合計 909,286 854,437

負債合計 25,899,449 25,014,655

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,000,000 3,000,000

資本剰余金 307,631 307,631

利益剰余金 △3,051,956 △3,133,732

自己株式 △7,084 △7,151

株主資本合計 248,590 166,746

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 426 598

その他の包括利益累計額合計 426 598

純資産合計 249,017 167,345

負債純資産合計 26,148,466 25,182,000
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高  

不動産売上高 846,460

その他の事業収入 525,941

売上高合計 1,372,401

売上原価  

不動産売上原価 753,474

その他の事業原価 183,165

売上原価合計 936,639

売上総利益 435,762

販売費及び一般管理費 400,422

営業利益 35,339

営業外収益  

受取利息 100

受取賃貸料 4,655

固定資産税等精算差額 3,791

その他 4,529

営業外収益合計 13,077

営業外費用  

支払利息 58,193

その他 936

営業外費用合計 59,130

経常損失（△） △10,713

特別損失  

退職給付費用 11,070

特別退職金 ※  58,778

特別損失合計 69,848

税金等調整前四半期純損失（△） △80,562

法人税、住民税及び事業税 1,214

法人税等合計 1,214

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △81,776

四半期純損失（△） △81,776
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △81,776

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 171

その他の包括利益合計 171

四半期包括利益 △81,605

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 △81,605

少数株主に係る四半期包括利益 －
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当第１四半期連結会計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

 該当事項はありません。 

  

  

当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

 該当事項はありません。  

  

  

【継続企業の前提に関する事項】

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）  

 当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。  

  

（たな卸資産の保有目的の変更）  

 保有目的の変更により、当第１四半期連結会計期間において、販売用不動産の一部を固定資産に振り替えておりま

す。 

その内容は以下のとおりであります。   

建物及び構築物 千円1,873,138

土地 千円1,133,539

合計 千円3,006,677
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当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。 

  

当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

(1）配当金支払額 

 該当事項はありません。 

  

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成23年６月30日） 

１ 偶発債務（保証債務） １ 偶発債務（保証債務） 

 顧客の住宅ローンに関して、抵当権設定登記完了ま

での間、金融機関等に対して連帯債務保証を行ってお

ります。 

 顧客の住宅ローンに関して、抵当権設定登記完了ま

での間、金融機関等に対して連帯債務保証を行ってお

ります。 

一般顧客 件2 千円44,000 一般顧客 件5 千円113,400

２ 当社は、資金調達の機動性と安定性を高め、資金効

率の向上、金融費用の軽減を図るため、親会社の森ト

ラスト株式会社と貸出コミットメント契約を締結して

おります。この契約に基づく当連結会計年度末の借入

未実行残高は次のとおりであります。 

２ 当社は、資金調達の機動性と安定性を高め、資金効

率の向上、金融費用の軽減を図るため、親会社の森ト

ラスト株式会社と貸出コミットメント契約を締結して

おります。この契約に基づく当第１四半期連結会計期

間末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメント総額 千円25,000,000

借入実行残高 千円24,100,000

差引額 千円900,000

貸出コミットメント総額 千円24,000,000

借入実行残高 千円23,300,000

差引額 千円700,000

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

※   特別退職金 

平成23年５月13日開催の取締役会において決議され

た、希望退職者の募集を実施したことによる特別加

算金等であります。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

  

減価償却費 千円34,858

  

（株主資本等関係）
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当第１四半期連結累計期間 （自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日）  

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)１．セグメント利益又は損失の調整額△53,508千円には、セグメント間取引消去8,902千円、各報告セグメ

ントに帰属しない全社費用△62,410千円が含まれております。全社費用は、主に管理部門の一般管理費

であります。 

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

   

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

報告セグメント 
  

調整額  
(注)１ 

（千円）  
  

四半期連結
損益計算書 
計上額  
(注)２  
（千円） 

不動産販売 
（千円） 

賃貸
（千円） 

販売代理・
仲介（千円）

その他
（千円） 

計
（千円） 

売上高               

外部顧客への売上高  846,460 266,298 168,185 91,457  1,372,401  － 1,372,401

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 － 3,140 28,911 12,712  44,763 ( )44,763 －

計  846,460 269,438 197,096 104,170  1,417,165 ( )44,763 1,372,401

セグメント利益又は損失(△)  5,279 88,948 △7,126 1,745  88,847 ( )53,508 35,339

（１株当たり情報）

  
当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

１株当たり四半期純損失金額 円 銭 3 64

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（千円）  81,776

普通株主に帰属しない金額（千円）  －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円）  81,776

普通株式の期中平均株式数（株）  22,480,517

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

   

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成23年８月11日

アーバンライフ株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員    公認会計士 松  井  隆  雄  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員    公認会計士 西  野  勇  人  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアーバンライフ

株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日か

ら平成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アーバンライフ株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。 

  

利害関係  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



  

  

【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成23年８月12日 

【会社名】 アーバンライフ株式会社 

【英訳名】 URBAN LIFE Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  高 橋 宏 一 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 神戸市東灘区本山南町八丁目６番26号 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 

  



 当社代表取締役社長高橋宏一は、当社の第43期第１四半期（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】


